
概要： 

【事業】 

 

危害防止措置等 

 

製造、販売等をした消費生活用製

品が、法令に違反し、又は技術基

準に適合しないものであること等を

知った場合において、当該消費生

活用製品による危害の発生のお

それがあるとき 

緊急措置等 

 

事業者が、製造、販売等をした消費

生活用製品に起因する人の生命又

は身体に重大な影響を及ぼす危害

が発生する急迫した危険があること

を知ったとき 

 

 

 

 

1. 直ちに、行政庁に対しその旨を報告しなければならない。 

※報告をしなかったとき、又は虚偽の報告をしたときは罰せられる。  

2. 事業者は、当該消費生活用製品による危害を受けるおそれのある者

に対する危険情報の提供その他の当該消費生活用製品による危害の

発生を防止するために必要な措置をとらなければならない。 

【行政】 

 

危害防止命令 

 

法令に違反し、又は技術基準に適

合しない消費生活用製品による危

害の発生のおそれがあると認めた

とき 

緊急命令 

 

消費生活用製品に起因する人の生

命又は身体に重大な影響を及ぼす

危害が発生し、又は発生する急迫し

た危険があるとき 

 

 

 

事業者に対し、当該消費生活用製品による危害の発生又は拡大を防止する

ために危険情報の提供その他必要な措置をとるよう命じることができる。 

※命令に従わない場合は罰せられる。  

 

※ 食品衛生法、薬事法、有害物質を含有する家庭用品の規制に関する法律の罰

則の強化を行うこととする。 


